
平成20年度合同部会・合同委員会開催される
―― 各部・委員会の活動方針・活動計画がまとまり

全連小の基盤となる活動が新たにスタート ――

６月10日（火）、午前10時30分より虎ノ門パストラルにおいて対策、

調査研究、広報、庶務、会計の５部による合同部会が開催され、引

き続き午後１時30分より対策部４委員会、調査研究部６委員会、広

報部４委員会の合同委員会が開催された。

各部・各委員会では組織づくりと具体的な活動方針・活動計画の

検討・作成がなされ、本年度のスタートが切られた。

平成20年度　合同部会あいさつ（要旨） 会　長　　池　田　芳　和

第60回総会で決定された今年度の活動方針に基づいて、各部会、各委員会が具体的な計画や見通

しをもっていただくためにお集まりいただいた。

総会以降、教育振興基本計画について文部科学省と財務省のせめぎ合いが続いており、教育関係

23団体も具体的な数値目標や教育投資への充実を目指して要請活動を強めている。動向を注視して

いく必要がある。先日、秋葉原で悲惨な事件があった。新学習指導要領においては、言語活動の充

実が重要な改善点となっており、この事件からもコミュニケーション問題、携帯メールの問題など

がみられる。各学校で十分考えていく必要がある。

さて、本日の会では、部会の組織編成、部会の日程設定、委員会の調査活動等の方向性について

決定していただく。全連小の活動については、この 2月に合同部会を開き、年間の反省と20年度に

向けた取組について話し合った。昨年度の活動については研究紀要にまとめてあり、内外教育等も

全連小の活動の成果を報道してくれている。文科省の協力者会議などでも組織的な取組に注目して

いる。各分担を確認した上で、望ましい活動を実施できるようお願いしたい。
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―― 各種委員会の活動方針並びに活動計画・内容 ――

１　標準法委員会　 委員長　　生　形　　　章

活動方針 教職員の配置改善の状況と少人数指導等の実施状況、司書教諭や養護教諭等の配置

状況、非常勤職員の導入と活用状況について調査研究を行い、今後の教職員配置改善

計画に向けた基礎資料を得る。

活動内容 ①　調査項目の検討、調査用紙の作成・実施

②　調査結果の集計・分析、経年変化の追跡

③　調査内容及び提言のとりまとめ

２　施設設備教材等委員会 委員長　　叶　　　雅　之　

活動方針 特色ある学校づくりのための施設設備、コンピュータの設置や運営に関する状況、

学校図書館の新しい在り方について調査・分析をする。また、児童の安全にかかわる

施設設備や人的な措置等についての調査・分析を行う。

活動内容　①　活動計画の策定、調査項目の検討、調査用紙の作成（ 6月下旬まで）

②　調査内容の集計・分析（ 9月上旬～10月下旬）

③　報告内容の整理と提言・要望事項の整理（10月上旬～11月下旬）

④　次年度における調査の方向の検討（12月中旬）

３　教員養成委員会 委員長　　中　島　　　豊

活動方針 優れた人材を確保するための教員採用制度や教員免許更新制、望ましい教員養成・

教育実習の在り方について、都道府県教育委員会の方針・施策や校長の考え方を経年

で調査する。

活動内容 ①　都道府県教育委員会を対象として、教員採用制度の現状と新たに導入される教員

免許更新制への対応の状況について調査を実施し、集計・分析・考察を行う。

②　小学校長を対象とした調査を実施し、教育実習と教員養成の在り方について、現

状と課題を調査し、集計・分析・考察を行う。

４　給与年金等委員会 委員長　　南　部　和　彦

活動方針 校長及び教職員の処遇改善に資するために、次の調査を行う。

①　管理職及び教職員の処遇改善

②　校長定年退職後の再任用・再雇用等の状況と改善

③　年金制度

④　給与・手当・賞与等の減額

活動内容 ①　調査課題を検討・作成し、７月に各県の校長会に調査を依頼する。

②　結果を集計し、全国の動向を把握する。

③　11月末までに調査結果を分析し、改善の方向を明らかにする。

１　教育改革委員会 委員長　　神　山　安　弘

活動方針 国民の信託に応える小学校教育の役割と時代の進展に即応する小学校教育の課題に

調 査 研 究 部

対　　策　　部
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ついて調査研究を行い、各校長の対応の実態を分析し、今後の各学校における経営資

料として提供する。

活動内容 以下の内容について、質問事項の検討、回答用紙の集計・分析、研究のまとめ、課

題の整理を行う。

①　国民の信託に応える小学校教育の在り方や子どもの居場所づくりに関する問題

②　全国学力・学習状況調査の実施に伴う諸課題と学校運営に関する問題

③　小学校における少人数指導及びTT方式に関する問題

２　教育課程委員会 委員長　　斉　藤　規　子

活動方針 新しい時代に即応する教育課程の立案と実施に伴う課題について、学習指導要領の

改訂及びこれに伴う移行措置を踏まえ、対応の現状と課題を調査・分析し、提言資料

の作成及び各都道府県における実践に役立つ資料の作成を行う。

活動内容 以下の内容について、調査研究及び資料の作成を行う。

①　教育内容に関する改善事項や移行措置に伴う問題

②　豊かな心や健やかな体の育成に関する問題

③　確かな学力の定着を図るための教育課程の工夫・改善に関する問題

④　小学校における外国語活動に関する問題

３　現職教育委員会 委員長　　井　上　文　敏

活勤方針 現職教育における「広く社会に尊敬される教職員の資質向上を図るための課題」に

ついて調査・分析を行い、その成果をもとに現職教育の充実や実践のための資料を作

成し、提供する。

活動内容 以下の内容について、調査を進める。

①　「校内研修の充実と実施上の問題」―長期休業中における研修を含む。

②　「現職研修及び初任者研修実施上の問題」―研修の実態についても調査する。

③　「管理職の職能に関する研修の問題」

４　人権教育委員会 委員長　　木　下　光　彦

活動方針 人間尊重と個性重視の視点に立った人権教育推進上の課題について、研究実践や資

料をもとに調査・検討し、明らかにする。

活動内容 ①　「人権教育・啓発に関する基本計画」を踏まえた人権教育の推進

②　地域や児童の実態に基づく人権教育の推進と教職員の研修の充実

③　教育活動全体を通した人権教育の推進

５　特別支援教育委員会 委員長　　田　中　　　誠

活動方針 特別な教育的支援を必要とする児童の自立を促し、社会の一員としての資質を育て

る教育を推進する上での現状と課題について調査し、分析・考察して、課題解決や指

導上の参考に供する。

活動内容 ①　発達障害のある児童に対する各校の指導体制、指導内容等についての調査研究

②　適正就学推進上の課題に関する調査研究

③　交流及び共同学習の実施状況等に関する調査研究

６　健全育成委員会 委員長　　藤　本　　　仁

活動方針 健全育成に関する諸問題は依然として学校経営上の大きな課題である。健全育成に

関する調査研究を実施し、分析・考察して、問題の解決や指導上の参考に供する。

活動内容 ①　「少年非行」に関する問題と未然防止のための方策について調査・分析・考察
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②　児童虐待への取組と「いじめ」問題、インターネット・携帯電話など、新たな生

徒指導上の問題について調査・分析・考察

③　学級経営上の諸問題の把握と指導体制の充実に関して調査・集計・分析・考察

④　不審者の侵入防止対応策など学校安全対策について調査・集計・分析・考察

１　機関誌編集委員会 委員長　　伊　津　寿　美

活動方針 当面する学校経営上の諸課題の解決に役立つ情報の提供並びに全連小の組織の強化

と活動の充実を図るために、機関誌を発行し、会員の学校経営に資する。

活動内容 機関誌「小学校時報」を毎月発行する。

①　年間共通主題「地域の信頼に応える学校づくりと小学校経営」のもと、全国の広

報担当者から寄せられた意見をもとにした特集題により、教育論壇と実践事例を紹

介

②　全連小の総会、研究大会などの活動を紹介　

③　「教育ニュース」や「各地区校長会の動き」などを紹介　

２　シリーズ等編集委員会 委員長　　邑　上　裕　子

活動方針 ①　学校経営に関する研究資料の提供をする。

②　全国各都道府県の先進校の学校経営及び研究活動に関する情報提供をする。

活動内容 ①　教育研究シリーズ第46集の刊行と普及

②　教育研究シリーズ第47集「新時代を担う学校経営の基本」の編集・刊行準備（平

成21年 5 月刊行予定）

③　教育研究シリーズ第48集の主題、副主題、内容構成の企画、検討

④　「全国特色ある研究校便覧」（平成20年・21年度版）の刊行と普及

３　速報委員会 委員長　　新　井　陽　子

活動方針 ①　正確な情報収集を行い、学校経営に資する情報をいち早く会員に届ける。

②　読みやすく、役に立つ速報を目指す。

活動内容 年間 6回「全連小速報」を発行する。内容は以下のとおりである。

①　「第60回総会と第199回理事会」「各委員会の活動方針と活動内容」「第 1 回小

学校長会長連絡協議会」「第60回全連小香川大会と第200回理事会」「第 2 回小学校

長会長連絡協議会」「第201回理事会」

②　新しい課題や情報についてはその都度検討し、速報する。

４　ホームページ委員会 委員長　飯　田　孝　一

活動方針 ①　全連小の活動や主張をインターネットによって会員及び社会一般に迅速に情報提

供することを目指す。

②　会員のニーズを的確に把握して見やすいホームページを目指す。

活動内容 ①　全連小各部・各委員会活動、広報部各委員会の情報、著作物、全連小関連の情報

を掲載する。

②　各地区・各都道府県校長会の情報、特色ある学校の情報を収集し、掲載する。

③　見やすいレイアウト、必要な情報へのリンクを充実させる。

本年度も委員会活動について、各都道府県小学校長会並びに調査対象該当校や執筆・情報提供校

の温かいご理解・ご協力をぜひお願い申し上げたい。

広 報 部
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